
議案第118号　　一般会計補正予算（補正第５回）

(単位:千円）
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議案第119号～121号　　特別会計補正予算
(単位:千円）

令 和 ７ 年 度 12 月 補 正 予 算 （ 追 加 議 案 ） の 概 要

（歳出）

区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

議 会 費 359,456 2,844 362,300

総 務 費 13,307,760 266,647 13,574,407

民 生 費 32,517,903 884,431 33,402,334

衛 生 費 4,631,785 57,417 4,689,202

農 林 水 産 業 費 1,285,553 7,003 1,292,556

商 工 費 11,227,371 5,178 11,232,549

土 木 費 8,881,430 17,002 8,898,432

教 育 費 9,465,253 53,343 9,518,596

歳 出 合 計 88,177,654 1,293,865 89,471,519

（歳入）

区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

地 方 交 付 税 11,054,863 473,808 11,528,671 地方交付税 473,808

国 庫 支 出 金 18,957,112 773,057 19,730,169
物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金　519,944
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　247,962
地域経済循環創造事業交付金 5,151

県 支 出 金 7,914,458 47,000 7,961,458
原子力防災対策交付金 40,000
家計負担激変緩和対策事業補助金 7,000

歳 入 合 計 88,177,654 1,293,865 89,471,519

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 　　　比                   較　　　（％）

当 初 Ａ 12月現計 Ｂ 当 初 C 12 月 現 計 D Ａ／Ｃ Ｂ／Ａ Ｂ／D D／Ｃ

85,180,000 89,471,519 81,320,000 84,149,768 104.75 105.04 106.32 103.48

会　　計　　名 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備　　　　　　　考

国 民 健 康 保 険 事 業 13,463,237 6,021 13,469,258

介 護 保 険 事 業 16,360,255 10,389 16,370,644

後 期 高 齢 者 医 療 2,803,672 855 2,804,527
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【一般会計】 ※ 新規事業

補 正 額

※ 6,868

14,962

※ 759,944

44,412

467,679

（繰越明許費）

【特別会計】

補 正 額

6,021

10,389

855

令和７年度１２月補正予算（追加議案）の内容
（単位:千円）　

費 目 事 業 名 内 容

総 務 費 若者・女性の活躍推進！
米子未来人財・資源創造
事業
（総合政策課）

国のローカル10,000プロジェクトに採択された、若者及び女性
の地元就職の推進等に係る事業に対する補助

民 生 費 物価高騰に伴う生活支援
事業
（福祉課）

生活保護世帯等に対し、物価高騰による家計負担の軽減のた
め、1世帯当たり4千円を支給

物価高対応子育て応援手
当事業
（こども支援課）

国の物価高対応子育て応援手当によるこども一人当たり2万円
に加え、本市独自に1万円を上乗せ支給

衛 生 費 予防接種事故対策事業
（健康対策課）

厚生労働省から新型コロナワクチン接種による健康被害が認定
されたため死亡一時金等を給付

人 件 費 人件費の補正（特別会計
等への繰出しを含む）

令和7年度人事院勧告を踏まえた給与改定等による人件費の
増

（単位：千円）

費　　目 事　　業　　名 金　額 備　　　考

民 生 費 物 価 高 対 応 子 育 て 応 援 手 当 事 業 費 7,250
国の補正予算を活用した事業で
あり、年度内完了が見込めないた
め

（単位:千円）

費 目 事 業 内 容 内 容

国 民 健 康
保 険 事 業

人件費の補正 令和7年度人事院勧告を踏まえた給与改定等による人件費の
増

介 護 保 険 事 業 人件費の補正 令和7年度人事院勧告を踏まえた給与改定等による人件費の
増

後 期 高 齢
者 医 療

人件費の補正 令和7年度人事院勧告を踏まえた給与改定等による人件費の
増
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